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指標連動有価証券等組入型ＥＴＦの上場制度の見直しに関する 

有価証券上場規程等の一部改正について 

 

２０２６年 10月 14日 

株式会社東京証券取引所 

 

Ⅰ 改正趣旨 

当取引所は、有価証券上場規程等の一部改正を行い、２０２６年１０月１６日から施行し

ます（詳細については規則改正新旧対照表をご覧ください。）。 

今回の改正は、これまで新規上場の承認を見合わせていた店頭デリバティブ取引やリンク

債を活用したＥＴＦの新規上場を可能とすることで、多様な投資戦略や新たな投資対象への

投資機会の提供の実現を図り、本邦金融・資本市場の国際競争力向上に資するための制度整

備を行うものです。 

 

Ⅱ 改正概要 （備  考） 

１．定義  

指標連動有価証券等組入型ＥＴＦの定義を以下のとおり改めます。 

・ 特定の指標に連動する投資成果を目的として発行された有価証

券、特定の指標に連動する投資成果を目的として締結された特

定の者との契約に係る権利又はそれらを投資信託財産等に組み

入れた投資信託等の受益証券等を投資信託財産等に組み入れた

ＥＴＦ 

・有価証券上場規程

（以下「規程」とい

う。）第１００１条

第１３号 

  

２．指標連動有価証券等組入型ＥＴＦに関する上場審査基準  

指標連動有価証券等組入型ＥＴＦの上場にあたっては、以下の基準を

新たに適用します。 

 

（１）組入有価証券及び組入債権の別の資産への迅速な切り替え 

・ 組入有価証券及び組入債権の別の資産への迅速な切り替えを行

う体制が管理会社において適切に整備されていること 

・ 保有する投資信託等の受益証券等を通じて組入有価証券又は組

入債権に投資する場合にあっては、保有する投資信託等の管理

会社において上記の体制が整備されていることを確認している

こと 

 

・規程第１１０４条第

１項第２号ｄの４

（ｃ） 

・規程第１１０４条の

２第１項第２号ｇ

（ｃ） 

（２）非清算店頭デリバティブ取引の証拠金の適切な管理に係る態勢 

の整備 

・ 非清算店頭デリバティブ取引に係る権利を投資信託財産等に組

 

 

・規程第１１０４条第
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み入れる場合にあっては、金融商品取引業等に関する内閣府令

第１２３条第１項第２１号の１０、第２１号の１１その他関連

する規定を踏まえ、非清算店頭デリバティブ取引の証拠金の適

切な管理に係る態勢が管理会社において整備されていること 

・ 保有する投資信託等の受益証券等を通じて組入有価証券又は組

入債権に投資する場合にあっては、保有する投資信託等の管理

会社において上記の態勢が整備されていることを確認している

こと 

１項第２号ｄの４

（ｄ） 

・規程第１１０４条の

２第１項第２号ｇ

（ｄ） 

（３）ポートフォリオ情報の提供 

・ ＥＴＦの組入資産の明細として当取引所が定める事項が記載さ

れた情報（ポートフォリオ情報）が日々売買立会開始前までに

投資者へ継続的に提供される見込みがあること 

 

・規程第１１０４条第

１項第２号ｄの５ 

（４）投資制限 

・ 組入有価証券に投資する場合（保有する投資信託等の受益証券

等を通じて組入有価証券に投資する場合も含む）にあっては、

組入有価証券への実質投資割合の合計を信託財産の純資産総額

の２０％以下とすること 

 

・ 外国ＥＴＦ及び外国ＥＴＦ信託受益証券にあっては、一般社団

法人資産運用業協会の定める投資信託等の運用に関する規則第

１７条の２の要件を満たす投資制限と同等の投資制限が設けら

れていること 

 

・規程第１１０４条第

１項第２号ｄの６ 

・規程第１１０４条の

２第１項第２号ｇ

の２ 

・規程第１１０４条第

２項第８号 

  

３．指標連動有価証券等組入型ＥＴＦに関する情報の開示等  

（１）適時開示 

・ 指標連動有価証券等組入型ＥＴＦである上場指標連動型ＥＴＦ

について、以下の適時開示基準を設けます。 

－ ポートフォリオ情報の提供方法の変更 

－ ポートフォリオ情報の投資者への提供の停止 

－ ポートフォリオ情報が投資者へ継続して提供されないおそれ

が生じた場合 

 

 

・ 組入有価証券に投資する場合（保有する投資信託等の受益証券

等を通じて組入有価証券に投資する場合も含む）にあっては、

組入有価証券への実質投資割合の合計が信託財産の純資産総額

の２０％を超える日が５営業日連続した場合に適時開示を求め

 

・規程第１１０７条第

２項第１号ａ（ｓ）

の２等 

・規程第１１０７条第

２項第１号ａ（ｓ）

の３等 

・規程第１１０７条第

２項第１号ｋ等 

・規程第１１０７条第

２項第１号ｌ等 
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ます。 

（２）投資者への情報の提供 

・ 指標連動有価証券等組入型ＥＴＦである上場指標連動型ＥＴＦ

の管理会社に対し、日々売買立会開始前までに確定したポート

フォリオ情報を公衆による閲覧ができる方法により投資者に提

供するよう義務付けます。 

 

 

・規程第１１０７条の

３第１項第３号の

２ 

・有価証券上場規程施

行規則第１１０９

条の３第２項 

  

４．指標連動有価証券等組入型ＥＴＦに関する管理会社の行動規範  

上場指標連動有価証券等組入型ＥＴＦに係る管理会社に対し、当該Ｅ

ＴＦのカウンター・パーティーの信用状況に関する管理体制等の適切な

整備に努めることを求める規定に加え、以下を求めます。 

・ 組入有価証券及び組入債権の別の資産への迅速な切り替えを行

う体制の整備 

・ 非清算店頭デリバティブ取引の証拠金の適切な管理に係る態勢

の整備（非清算店頭デリバティブ取引に係る権利を投資信託財

産等に組み入れていない場合を除く） 

 

 

 

 

・規程第１１１０条の

２第３項第２号 

・規程第１１１０条の

２第３項第３号 

５．指標連動有価証券等組入型ＥＴＦに関する上場廃止基準  

上場指標連動有価証券等組入型ＥＴＦにあっては、以下の上場廃止基

準を設けます。 

・ 組入有価証券及び組入債権の別の資産への迅速な切り替えを行

う体制が整備されなくなった場合 

・ 非清算店頭デリバティブ取引の証拠金の適切な管理に係る態勢

が整備されなくなった場合（非清算店頭デリバティブ取引に係

る権利を投資信託財産等に組み入れていない場合を除く） 

・ 上場指標連動有価証券等組入型ＥＴＦのうち組入有価証券に投

資する場合（保有する投資信託等の受益証券等を通じて組入有

価証券に投資する場合も含む）にあっては、組入有価証券への

実質投資割合の合計が信託財産の純資産総額の２０％を超える

こととなった日から１か月以内に２０％以下にならなかったと

き 

・ ポートフォリオ情報が継続して１か月間投資者に提供されてい

ない場合（天災地変等、管理会社の責めに帰すべからざる事由

により、当該ポートフォリオ情報の提供が困難であると当取引

所が認める場合を除く） 

 

 

・規程第１１１２条第

１項第３号ｂの６

（ｂ） 

 

 

・規程第１１１２条第

１項第３号ｂの６

（ｃ） 

 

 

 

・規程第１１１２条第

１項第３号ｂの６

（ｄ） 
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Ⅲ 施行日 

・ ２０２６年１０月１６日から施行します。 

・ ２．については、施行日以後に新規上場申請を行うＥＴＦから適用します。 

 

以 上 

・ 外国ＥＴＦ及び外国ＥＴＦ信託受益証券にあっては、一般社団

法人資産運用業協会の定める投資信託等の運用に関する規則第

１７条の２の要件を満たす投資制限と同等の投資制限がなくな

る場合 

・規程第１１１２条第

２項第３号ｂの３ 

  

６．その他  

・ その他所要の改正を行います。  


